
1. 次世代型農業水利システムへの計画設計の方向

中 達雄・�屋 啓之

農業構造や作目の変化，水利用の多様化，水管理運用経費の

縮減および社会的要求などを背景とした農業水利システムの本

来機能である水利用機能などの向上への取組みが必要である。

戦後の農業水利事業をたどると第1世代を水源開発・用水補給

型（1950〜1980 年代），第 2 世代を水管理高度化型（1990〜

2010 年代）と位置づけることができる。2010 年以降，水利シ

ステムの整備は，新設の時代からその機能を保全・向上させる

目的の更新整備の時代に入っている。このため，システム全体

に要求される機能・性能に着目した性能照査を基本に計画設計

する必要がある。この意味から，第3世代（2010 年頃以降）の

水利システムを性能照査型と位置づけることができる。

（水土の知83-4，pp.3〜6，2015)

機能向上，性能照査，性能規定，用排水管理，水田の活用

2. 担い手水田農業展開後の灌漑管理システムへの提言

石井 敦

日本の平野部水田地域でも，水田を 5 ha 以上の巨大区画と

して巨大圃場機械を効率よく用い，大規模経営体の専従者1人

当たりの経営規模を 80 ha/人以上に拡大することで国際競争

力をもった低コスト米作が可能である。巨大区画水田では灌漑

用水や水利施設の管理は単純で容易になるが，一方，農村地域

の維持には大規模経営体以外の多様な農業の展開が必要なため

用水管理は複雑化し，エンドユーザーの変貌により従来のムラ

をベースとした重層的な水利組織は改変が必要になる。また，

建設事業として実施される基幹水利施設の更新や大規模改修の

システムも，事業の三条資格者の変貌への対応が課題となる。

これらを，内外の先進事例の分析に基づいて論述する。

（水土の知83-4，pp.7〜10，2015)

巨大区画水田，国際競争力，大規模経営，灌漑管理，地域

営農計画，更新事業，土地改良区

3. 現地踏査による農業水利システムの水利用実態の

調査診断

鈴木 哲也・�屋 啓之・粟生田忠雄

中田 達・藤山 宗・中 達雄

長期間供用されている農業水利システムでは，営農形態の変

化や末端部の高度な圃場利用により水利用実態が建設当初と比

較して変化していることが少なくない。近年，既存施設の施設

機能診断において農業水利施設の構造性能に加えて水理・水利

用性能に関する議論の必要性が見直されている。筆者らは，平

成 26 年度農業農村工学会大会講演会の現地研修において新潟

県新津郷地区を対象に「水利システムの水利用機能診断現場研

修」として多様な専門家集団による農業水利システムの水理・

水利用診断に関する技術的議論を試みた。本報では，その際に

明らかになった農業水利システムにおける水理・水利用診断の

技術的課題を示し，現地研修を事例に総合診断への技術展望に

ついて考察する。

（水土の知83-4，pp.11〜14，2015)

農業水利施設，水理・水利用診断，現地踏査，モデル化，

非破壊検査，圃場管理

4. 社会インフラネットワークとしての水利システムの

再編方向

�屋 啓之・渡部 大輔

本報では，水利システムが将来にわたり変わり続けることを

前提とする新たな更新技術の体系の構築を視野に入れ，水利シ

ステムを社会インフラのネットワークとしての定式化と，当面

の水利システム再編の方向性について考察する。最初にそのた

めの準備として，社会を支えるインフラとネットワークの関係

について共用と専用の概念を解説するとともに，今後水利シス

テムの分析にも重要な位置を占めると考えられる近接グラフの

概念整理と冗長性に着目した分析方法の説明を行う。そして，

それらの分析手法を適用するための準備として，ネットワーク

グラフに基づく水利システムの階層的特性の表示や，施設・情

報・社会ネットワーク間の関係整理などを行う。

（水土の知83-4，pp.15〜18，2015)

水利システム，ネットワーク，社会インフラ，冗長性，水

路階層，近接グラフ，更新事業

農業農村工学会誌第 83巻第 4号 報文・技術リポート内容紹介

小特集 次世代型農業水利システムの姿

特集の趣旨

農村の人口減少・高齢化の進展など農村社会が変化する中，担い手への農地集積や水田フル活用などの施策が展開されて

おり，農業の構造改革が加速的に進展しつつあります。このため，水利システムについても，大規模経営・少数の担い手が

太宗を占める水利用形態への適合や営農変化に伴う水需要変動への対応など，水管理の省力化・弾力化・効率化等に向けた

検討が必要となっています。また，地球温暖化，渇水・集中豪雨の頻発など気候変動に対応した新たな用水需要や排水管理

への対応も求められています。

折しも2015 年 4月，韓国において第7回世界水フォーラムの開催が予定されており，持続可能な水資源の利用や管理な

ど，世界的な水に係わる課題について議論されます。

そこで本小特集では，農村社会・農業構造の変容や気候変動などに対応するため，現状の水利システムの課題分析や，弾

力的配水を可能とする施設配置・水管理手法，既存の農業用水の有効活用，新たな水管理システムの導入など，次世代型の

水利システムの構築に向けた検討・取組み事例に関する報文を紹介します。



5. 次世代水利システムの要求性能と合意形成の進め方

姜 華英・都築 正弘・社家里枝子・�屋 啓之

次世代の水利システムは，将来の自然・社会経済・営農状況

の変化も見据えつつ，これら変化に対応できるよう，弾力的な

用水供給や維持管理コストの軽減が図れるような機能を有して

いることが重要である。こうした状況のもと，今後，水利シス

テムの更新整備は，単純に既存の性能まで回復させるだけの整

備から，上述の機能を発揮できる性能を有する水利システムを

再構築するケースが増大すると考えられる。そこで本報では，

次世代の水利システム構築に向けて必要となるプロセスと，要

求性能の設定や合意形成の重要性，可視化などの情報共有ツー

ルの有用性などについて述べる。

（水土の知83-4，pp.19〜22，2015)

灌漑施設，用水管理，水利システム，機能診断，水理解析，

水利用性能

6. 水稲作向けの ICT を活用した農業水利情報サービスの

提供

飯田 俊彰・木村 匡臣・溝口 勝

竹下 義晃・樋口 克宏

水稲作の少人数大規模経営化を進める中で，水管理労力を大

幅に抑制し，適切な水管理を確保する方策が望まれている。そ

こで，まず，経営形態の異なる農家 4軒とそれぞれが耕作する

対象圃場4区画を選定し，水管理における水稲作農家のニーズ

を，対象圃場での水収支の詳細観測，営農記録，聞取り調査に

よって把握し，ならびに土地改良区のニーズを聞取り調査に

よって把握した。次に，把握されたニーズに沿って，各区画な

どへ提供する「農業水利情報サービス提供システム」を開発し

た。さらに，本システムをWeb 上で公開して試行し，想定

ユーザーによる価値評価を行った結果について述べる。

（水土の知83-4，pp.23〜26，2015)

農業水利サービス，水田灌漑，水管理労力，ICT，湛水深，

水管理，情報サービス

7. 利水者ニーズ指向型の水路システムへの改築

小西 邦寿・石村 忍・岡田 昌治

戦後の食糧増産，国土総合開発を目的として，昭和 30〜36

年に建設された愛知用水は，施設の経年劣化，都市用水の需要

増などにより，昭和 56〜平成 16 年に改築を行った。支線水路

の管路化により，利水者の水利用状況が開水路系の幹線水路に

即時的に影響するため，これに対応できる水路システムと合わ

せ，ライフサイクルコストの縮減に資する水路システムを構築

した。本報は，供給主導型から需要追従型の水路システムを指

向した改築の背景・概要を紹介するとともに，システム転換の

具体的取組みについて，施設の対応および適切な水管理を行う

ための新たな水利用ルールの形成を紹介するものである。

（水土の知83-4，pp.27〜30，2015)

愛知用水，愛知用水二期事業，需要追従型水路システム，

幹線水路の管理，支線水路の管理

（報文）

松本盆地南西部の畑地帯の砂塵を抑制する草生

鈴木 純・星川 和俊・吉村 伸一

長野県松本盆地南西部の砂塵が発生する畑地帯において，5

月下旬に作付け調査を実施した。作付け調査の結果，調査対象

地域（約 180 ha）では，その30％程度の畑地が冬季から春季に

かけて不作付けであった。これらの畑地には，ムギ類を播種す

ることによって草生を形成し，砂塵の発生を抑制することがで

きる可能性がある。また，気象観測の結果から，ムギ類が地表

面に存在することによる効果を予測した。ムギ類の草高を

0.07mとして，風の対数則を当てはめると，地表面上 0.1m

の風速は，裸地と比較して 69％に風を弱めることができると

予測された。現状ではそれぞれの農家が別個に作付け体系を決

めているが，春季の不作付け地に対してムギ類を播種できるよ

うなコーディネーションが必要であることを述べた。

（水土の知83-4，pp.31〜34，2015)

畑地帯，砂塵，草生，ムギ，コーディネータ

（報文）

決壊ため池における豪雨を考慮した氾濫解析手法の検討

正田 大輔・吉迫 宏・井上 敬資・堀 俊和

昨今の集中豪雨によりため池が被災する事例がある。平成

16〜23 年度のため池の被害は，約 90％が豪雨によるものであ

る。被災したため池が決壊した場合，下流域の農地などに被害

を与える。このため池決壊による浸水域を予測するための氾濫

解析については，ため池貯水のみを流出させる事例があるが，

ため池の被害要因である豪雨を考慮した場合，決壊前に水路な

どが浸水していることにより予測浸水域が大きくなる可能性が

考えられる。本報では，平成 26 年度に豪雨で決壊したため池

を対象として，豪雨の影響を考慮するため，解析全メッシュに

雨量相当の水深を与えた上で，ため池貯水を流出させる氾濫解

析を実施した。その解析結果と，浸水時の写真や証言とを比較

し，実際の浸水域との整合性について検討を行った。

（水土の知83-4，pp.35〜38，2015)

ため池，決壊，氾濫解析，豪雨，浸水深

（報文）

ため池整備優先度の一次スクリーニング手法

竹中 一行・杉山 崇・遠藤 知庸・渡邊 博

地震に伴うため池決壊による営農および下流域住民の人命・

財産などへの甚大なる被害を回避することを目的に，全国に約

21万カ所存在するため池のうち危険性の高いため池から順次，

耐震性能照査および耐震化対策を効率的に実施するため，耐震

性能照査実施の優先度を決める一次スクリーニング手法を開発

した。この手法は日本海中部地震の被災データと数量化Ⅱ類分

析による構造的危険度の構造判定と，下流域への社会的影響度

および受益面積などの経済的依存度の点数化による影響判定を

組み合わせた判定表を使用するものである。また，複数の地震

の被災データおよび自治体の協力のもと実施したケーススタ

ディを踏まえ，判定表の改良を実施した。

（水土の知83-4，pp.39〜43，2015)

ため池，整備優先度，スクリーニング，耐震性能，数量化

Ⅱ類，社会的影響度，判定表



（技術リポート：北海道支部）

取水塔制水ゲートの腐食原因と対策工検討

鈴木 稔

北海道にある農業用ダムの取水塔制水ゲートに発生した，j

こぶの発生原因を解明するための現地調査と対策工法を立案し

た事例の紹介である。ゲート扉体は SS400 でエポキシ樹脂塗

装がなされ，ローラとボルト･ナットは SUS304 を使用する

ローラゲートである。目視調査の結果 SS 材と SUS 材の接続

部や部材縁端部にjこぶが確認され，水質は腐食に影響する電

解質量も少量であるため，腐食環境ではないものの，溶存酸素

量が比較的大きな値を示していた。扉体の自然電位は，SS 材

と SUS 材との間でわずかに差があることより，異種金属接触

による腐食と水質中の溶存酸素との複合要因であり，長期にわ

たり電気回路が水中で継続されたものと思われる。対策工の提

案として，電気防食工法の一種である流電陽極方式を選定し

た。

（水土の知83-4，pp.44〜45，2015)

ゲート，マクロセル腐食，電気防食，ダム取水塔，長寿命

化，水質

（技術リポート：東北支部）

小水力発電を活用した猿害対策モデル事業

本間 康宏・門脇 健・五十嵐秀紀

山形県では棚田の魅力を再認識するとともに，付加価値のあ

る資源として磨き上げ，次世代へと継承していく取組みとし

て，平成 20 年 2月「やまがたの棚田20選」を認定している。

県の北西部の庄内地域では4地区が認定を受けており，全地区

が鶴岡市に位置している。地区の共通点として，中山間地域等

直接支払制度を活用しながら条件不利地での営農を行い，棚田

保全組織を立ち上げ，懸命に農地の保全につとめている。本報

では，担い手の減少や高齢化が加速し，ニホンザルによる農作

物被害が深刻化している2地区を対象に実施した，小水力発電

を活用した電気柵設置による猿害対策モデル事業について報告

する。

（水土の知83-4，pp.46〜47，2015)

小水力発電，猿害，電気柵，棚田，中山間，地産地消

（技術リポート：関東支部）

神奈川県における農業用水路を活用した小水力発電の事例

小野 浩

神奈川県では，再生可能エネルギーによる効率的なエネル

ギー需給を実現する「かながわスマートエネルギー計画」のも

と，「創エネ」，「省エネ」，「蓄エネ」の総合的な取組みを推進し

ている。この「創エネ」の取組みの一つとして，2012 年 7月に

「かながわ農業用水小水力発電技術研究会」を発足した。この

研究会の意見を踏まえて検討を進め，県西部の足柄平野に位置

し，疎水百選にも選定された「文命用水」に，低落差でも発電

可能な小水力発電設備を設置し，2013 年 3月から運転を開始

した。本報では，平地の農業用水路を活用した小水力発電の運

転実績，発生したトラブル，技術的な有効性，今後の課題，普

及啓発効果について紹介する。

（水土の知83-4，pp.48〜49，2015)

小水力発電，農業用水路，文命用水，垂直 2軸クロスフ

ロー水車，固定価格買取制度，地絡，設備利用率

（技術リポート：京都支部）

丹後国営開発農地における新規就農を支援する農場整備工事

西尾 吉生

丹後国営開発農地は，京都府北端の丹後半島に位置し，国営

農地開発事業により開発された，面積 512 ha の一大畑団地で

ある。現在約 300 の農家や農業法人により，野菜や茶，果樹な

どの大規模畑作農業が展開されている。造成後 15〜30 年が経

過し，農家の高齢化などにより営農が困難となってきた農地が

生じてきていることから，新たに大規模畑作農業（2 ha/人程

度）を目指す若い就農者を受け入れる取組みを平成 25 年度か

ら開始した。その新たな担い手育成の取組みと研修農場の工事

内容について紹介する。

（水土の知83-4，pp.50〜51，2015)

丹後国営開発農地，新規就農，農場整備，土壌改良，砕土，

獣害防止柵

（技術リポート：中国四国支部）

調整池水面を利用したフロート式メガソーラーの導入

中藤 直孝・池田 功一

国営中海土地改良事業で造成した安来干拓地において，調整

池水面を太陽光発電事業者に貸し出し，その貸付料により賦課

金軽減を目指していた1,000 kWのフロート式メガソーラーが

完成した。本報はこの事例を紹介する。発電施設は調整池機能

に支障を来さないよう配慮して設置し，外国製のフロートと国

内製の水上特別仕様パネルにより構成している。水上設置のた

め通常の施設より建設事業費は約 1割アップしたが，パネルお

よびケーブルに対する冷却効果による発電効率の向上に伴う発

電量のアップと草刈りが不要になることによる維持管理費の低

減が期待されており，今後，同様な形式のメガソーラーが各地

に普及すると考えられる。

（水土の知83-4，pp.52〜53，2015)

再生可能エネルギー，フロート式，メガソーラー，調整

池，水面利用，賦課金軽減

（技術リポート：九州沖縄支部）

「西諸畑かん」とホウレンソウ栽培における施肥効果の向上

横山 雅敏・三浦 憲夫

宮崎県西諸県地域では，小林市，えびの市，高原町に広がる

4,150 ha の農地を受益地として，国営かんがい排水事業西諸一

期地区および西諸二期地区（西諸畑かん）が実施中である。水

源となるダムは建設中であるため，井戸水や湧水の暫定水源を

利用した畑地灌漑営農が始まっている。本報では，西諸地区に

おいて，ホウレンソウ栽培における施肥効果の向上について，

報告する。

（水土の知83-4，pp.54〜55，2015）

畑地灌漑，施肥効果，灌水効果，ホウレンソウ，西諸畑か

ん，自走式散水機
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